
Ⅰ 15 歳以上人口の就業状態

１ 就業状態別（有業者・無業者）の推移

平成 19 年 10 月 1 日現在の 15 歳以上人口をふだんの就業状態別にみると、有業者は 97

万 9 千人、無業者は 63 万 4 千人で、平成 14 年と比べ、有業者は 8 千人（0.8％）、無業者

は 1 万 9 千人（3.1％）増加しました。

男女別にみると、有業者は男性が 56 万 6 千人、女性が 41 万 3 千人で、平成 14 年と比べ

それぞれ 6 千人（1.1％）、2 千人（0.5％）増加しています。また、無業者は男性が 21 万 1

千人、女性が 42 万 3 千人で、平成 14 年と比べそれぞれ 1 万人（5.0％）、9 千人（2.2％）

増加しています。【図１、表 1】

図１ 男女、就業状態別 15 歳以上人口の推移

表 1 男女、就業状態別 15 歳以上人口の推移

（単位：千人）

◇この調査は昭和 31年の開始依頼ほぼ 3 年ごとに、57年以降は 5年ごとに実施

◇下段は増減数
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昭和57年 1322 859 503 357 463 127 336

62年 1409 894 526 368 516 147 369

87 35 23 11 53 20 33

平成 4年 1496 983 558 425 513 158 355

87 89 32 57 -3 11 -14

9年 1559 999 571 427 561 177 384

63 16 13 2 48 19 29

14年 1586 971 560 411 615 201 414

27 -28 -11 -16 54 24 30

19年 1613 979 566 413 634 211 423

27 8 6 2 19 10 9
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３ 従業上の地位別有業者数

（１）有業者の従業上の地位

ア 増加する「雇用者」、減り続ける「自営業主」及び「家族従業者」

従業上の地位別に有業者をみると、「雇用者」が 84 万 1 千人（有業者の 85.9％）と最

も多く、次いで「自営業主」9 万 8 千人（同 10.0％）、「家族従業者」4 万人（同 4.1％）

となっています。

平成 14 年と比べると、「雇用者」は 2 万 5 千人増加しているのに対し、「自営業主」は

7 千人、「家族従業者」は 1 万人減少しています。【図３、表 3】

図３ 従業上の地位別有業者増減数の推移

表３ 従業上の地位別、男女別有業者数の推移

（単位：千人）

◇この調査は昭和 31年の開始以来ほぼ 3 年ごとに、57年以降は 5年ごとに実施

◇下段は増減数
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４ 産業別有業者数 －5年間で『製造業』は 3千人の増加－

産業（大分類）別に有業者をみると、「製造業」が 25 万人（有業者の 25.5％）と最も多

くなっています。「サービス業等」はトータルで見ると 43 万 4 千人となり平成 14 年と比べ

て 8 千人の減少となっています。また、「建設業」は 1 万 1 千人の減少、「製造業」は 3 千

人の増加となっています。【表 5】

表５ 産業（大分類）別有業者数－平成１９年・１４年

（単位：千人、％）

◇構成比の増減はその差でありポイント数

◇サービス業等とは産業大分類で卸売・小売業,飲食店・宿泊業,医療・福祉,教育・学習支援業,複合サー

ビス業,サービス業（他に分類されないもの）のことである。

５ 職業別有業者数 －5年間で『事務従事者』が 1 万 8千人の増加－

職業（大分類）別に有業者をみると、「生産工程・労務作業者」が 32 万 7 千人（有業者

の割合 33.4％）と最も多く、次いで「事務従事者」19 万 1 千人（同 19.5％）となっていま

す。

平成 14 年と比べると、「事務従事者」が 1 万 8 千人と最も大きく増加しています。一方、

「農林漁業作業者」は 1 万 3 千人と最も大きく減少しています。【表 6】

表６ 職業（大分類）別有業者数及び構成比－平成１９年・１４年

（単位：千人、％）

◇構成比の増減はその差でありポイント数

構 成 比

平成１９年 平成１４年 増減 平成１９年 平成１４年 増減

総数 979 971 8 100.0 100.0 -
建設業 77 88 -11 8.5 9.1 -0.6
製造業 250 247 3 25.5 25.4 0.1
サービス業等※ 434 442 -8 44.3 45.5 -1.2
その他の産業 217 194 23 22.2 20.0 2.2

第一次産業 42 53 -9 4.3 5.5 -0.8
第二次産業 328 336 -8 33.5 34.6 -1.1
第三次産業 576 568 8 58.8 58.5 0.3
分類不能の産業 32 13 9 3.3 1.3 2.0

総 数

平成１９年 平成１４年 増減 平成１９年 平成１４年 増減

総数 979 971 8 100.0 100.0 -

専門的・技術的職業従事者 122 116 6 12.5 11.9 0.6

管理的職業従事者 23 27 -4 2.3 2.8 -0.5

事務従事者 191 173 18 19.5 17.8 1.7

販売従事者 106 118 -12 10.8 12.2 -1.4

サービス職業従事者 89 89 0 9.1 9.2 -0.1

保安職業従事者 18 14 4 1.8 1.4 0.4

農林漁業作業者 41 54 -13 4.2 5.6 -1.4

運輸・通信従事者 33 33 0 3.4 3.4 0.0

生産工程・労務作業者 327 338 -11 33.4 34.8 -1.4

分類不能の職業 30 11 19 3.1 1.1 2.0

総 数 構 成 比


